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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

     ２．第13期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

        ３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失で

あるため記載しておりません。 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 
至平成18年 
３月31日 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
９月30日 

売上高（千円） － － 2,522,486 － － 

経常損失（千円） － － 52,552 － － 

中間純損失（千円） － － 177,058 － － 

純資産額（千円） － － 1,224,959 － － 

総資産額（千円） － － 2,832,807 － － 

１株当たり純資産額（円） － － 22,821.36 － － 

１株当たり中間純損失金額

（円） 
－ － 3,633.45 － － 

潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） － － 43.2 － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － △142,228 － － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － △221,422 － － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － 528,506 － － 

現金及び現金同等物の中間期

末残高（千円） 
－ － 658,111 － － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

(人) 

－ 

(－)

－ 

(－)

218 

(19)

－ 

(－)

－ 

(－)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失で

あるため記載しておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第12期までは関連会社が存在しないため記載しておりませ

ん。また、第13期中より中間連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

４．第13期中より中間連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末残高は、記載

しておりません。  

５．平成16年10月20日付をもって、１株を４株に分割しております。 

   なお、第12期中間会計期間の１株当たり中間純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しており

ます。 

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
10月１日 
至平成18年 
３月31日 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
９月30日 

売上高（千円） － 2,682,568 2,269,896 5,712,305 5,234,396 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
－ 97,840 △27,090 127,248 175,204 

中間（当期）純利益又は中間

純損失（△）（千円） 
－ 55,709 △183,420 70,891 99,407 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） － 352,100 545,250 352,100 352,100 

発行済株式総数（株） － 48,676 53,676 12,169 48,676 

純資産額（千円） － 1,022,036 1,218,915 1,008,918 1,065,734 

総資産額（千円） － 1,849,716 2,065,053 1,885,111 1,743,297 

１株当たり純資産額（円） － 20,996.72 22,708.77 82,908.88 21,773.45 

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は１株当たり中間純

損失（△）（円） 

－ 1,144.50 △3,764.01 6,183.84 1,921.23 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ 1,142.31 － 6,112.92 1,910.40 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ － － 3,500.00 900.00 

自己資本比率（％） － 55.3 59.0 53.5 61.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △99,655 － 205,968 △11,062 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △71,438 － △60,817 △240,042 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ △41,529 － 182,351 △41,752 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
－ 544,738 － 757,361 464,503 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

－ 

(－)

111 

( 9)

122 

(6) 

108 

(8)

123 

(8)



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、レカム株式会社及び連結子会社３社と持分法適用関連会社１社で構

成されており、ビジネスホン、デジタル複合機（MFP：Multifunction Peripheral）※１等の情報通信機器のリース

販売、これらの設置工事や保守サービスの提供及び特定企業からの営業代行を主たる業務としております。更に、ネ

ットサービス事業として、サーバーホスティングサービス、ホームページの作成や営業支援ツールソフトの月額利用

サービス等を提供しております。 

 

また、情報通信機器の販売としては、直営店、フランチャイズ加盟店、代理店という３とおりの販売チャネルを持

ち、営業手法も訪問販売とインターネットを活用した待受販売をしており、更には通信機器の製造も手がける企業集

団となっております。 

事業系統図は次のとおりです。 

 (注１)RET’S NETは当社の提供する独自のサーバーホスティングサービスの呼称です。 

 (注２)RET’S BIZは当社の提供する独自のポータルサービス事業の呼称です。  

 (注３)SPR(Sales Process Revolution)は、ASP(Application Service Provider)方式による営業支援ソフトウェアの提 

       供をするサービスです。 

 (注４)DMC(Document Management Center)：文章出力、コピー、製本等のサービスを行うビジネスサポートショップの 

       呼称です。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。 

(1） 

 （注）１．特定子会社に該当しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

      ります。 

２．全社（共通）として記載しております従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

  るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま 

 す。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

（連結子会社）  

株式会社コムズ 
東京都文京区  

 千円 

120,000 
情報通信機器販売 100 

業務委託 

経営指導  

 役員の兼任４名 

（連結子会社） 

株式会社ケーイーエ

ス（注）１ 

東京都中央区  
 千円 

301,000 

情報通信機器製造

及び販売 
100 

当関係会社は平成

18年３月31日株式

取得のため当中間

連結会計期間にお

ける該当事項はあ

りません。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

 情報通信機器事業 138 (16) 

 営業代行事業 7 (1) 

 その他事業 45 (0) 

 全社（共通） 28 (2) 

合計 218 (19) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 122（ 6 ） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益の改善が継続し続けるとともに、個人消費も回復し、緩や

かながらも景気拡大局面が続いている状況にあります。 

 当社が属する情報通信関連業界におきましては、引き続きブロードバンド環境整備に対する需要が旺盛であるこ

とにより競争激化が続いていることに加え、個人事業者等を狙った電話機等リース販売に係る悪質な販売手法が増

加しているとの経済産業省からの通告が出されたことも影響し、業界全体への不信感も高まっております。 

 このような環境の中、当社は主要事業である情報通信機器事業におきましては、直営部門の再強化を狙い営業社

員の採用教育に注力するとともに、連結子会社で新たにインターネットを利用した通販形態での販売に取り組んだ

結果、同事業の売上高は2,317百万円となりました。又、事業の多角化を目論み当中間期より開始した営業代行事

業の売上高は156百万円となりました。このような各事業の事業活動の結果として、売上高は2,522百万円となりま

した。 

 しかし、子会社の取得、新規事業の開始等の規模拡大に取り組んだことにより販売管理費が増加したため、当中

間期においては44百万円の営業損失となりました。更に当中間期中に取得した連結子会社２社の買収費用などによ

り中間純損失は177百万円となりました。  

 当中間連結会計期間における事業別、販売品目別の売上高は以下のとおりであります。  

情報通信機器事業  

 ①ビジネスホン 

  当社の主力商品でありますビジネスホンは、前述の電話機リース販売に対する厳しい業界環境の影響を受け、

売上高1,157百万円となりました。 

 ②ＭＦＰ※ 

    ＭＦＰにおいては、当社独自の販売手法である定額保守サービス「RET'SCOPY」の販売に対して、カラー機比

率の向上に努めた結果売上高614百万円となりました。 

※ＭＦＰ（ＭＦＰ：Multifunction Peripheral）：コピー・ファクシミリとプリンター・スキャナ等のパーソナル

コンピュータ周辺装置を統合した複合機器のことであります。 

営業代行事業  

  営業代行事業においては、平成電々、プラチナライン等の回線取次ぎ等により売上高156百万円となりました。 

その他事業 

 その他事業においては、前期よりサービスを開始した「RET'S BIZ」※の利用顧客増加等により売上高48百万円

となりました。 

※RET'S BIZ：当社の提供するサービスの呼称で、インターネット上に存在するサーバーの記憶装置（ハードディ

スク等）の領域を細かく分割し、それを企業または個人ユーザーに貸し出すサービス。 

  なお、当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりま

せん（以下「(2)キャッシュ・フロー」及び「２ 生産、受注及び販売の状況」においても同じ。）ので前年同期

との対比は行っておりません。 

(2）キャッシュ・フロー 

  当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、658百万円となりました。 

 なお、当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの概況は次のとおりであります。 

   ①営業活動によるキャッシュ・フロー 

    営業活動の結果使用した資金は142百万円で、主に営業損失によるものです。 

  ②投資活動によるキャッシュ・フロー 

    投資活動の結果使用した資金は221百万円となりました。新規連結子会社取得のための投資です。 

  ③財務活動によるキャッシュ・フロー 

    財務活動の結果獲得した資金は528百万円で、主に株式発行の増資によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは生産を行っていないため、該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 当社グループの事業内容は商品の販売が主たるものであるため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別、販売品目別に示すと、次のとおりであります。 

  なお、当半期報告書は、最初に提出するものでありますので前年同期との対比は行っておりません。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当中間連結会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

     （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

※１．ＭＦＰ（ＭＦＰ：Multifunction Peripheral）：コピー・ファクシミリとプリンター・スキャナ等のパーソ

ナルコンピュータ周辺装置を統合した複合機器のことであります。 

３【対処すべき課題】 

① 人材の採用・育成 

    セールスソリューションプロバイダーを標榜する当社にとって、最大の経営資源は人材であり、その採用、育

  成は最重要課題であります。 

   その中でも、営業社員の採用、育成は設立以来継続して行っておりますが、未だ生産性、成長性、効率性におい

  て競争優位性を持つ仕組みを確立するには至っておりません。 

    今後も最重要課題として人材の採用、育成に取り組んでまいります。 

  

 ② 取扱商品の拡充 

      当社の主力事業である情報通信機器販売事業におきましては、「ビジネスホン」「MFP」を主力商品として販 

    売しておりますが、顧客である法人のIT環境においては年々そのニーズが多様化しているとともに、ブロードバ

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

売上高 前年同期比（％） 

情報通信機器事業 

ビジネスホン    （千円） 1,157,451 － 

ＭＦＰ※１     （千円） 614,961 － 

その他ＯＡ機器   （千円） 544,667  － 

  計        （千円） 2,317,079 － 

営業代行事業             （千円） 156,856 － 

その他事業               （千円） 76,648 － 

消去又は全社             （千円） △28,097 － 

合計                 （千円） 2,522,486 － 

相手先 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 

オリックス株式会社 742,201 29.4 

三洋電機クレジット株式会社 588,716 23.3 



    ンドを核に機器においては融合化が進んでおります。このような顧客動向に対応して当社も機器、インフラ、コ

    ンテンツをワンストップで提供できるよう取扱商品の拡充に努めることが必要であると考えております。 

   また、今期より開始した営業代行事業におきましては、現在は当社の営業ノウハウを生かしたブロードバンド回

  線の取次ぎ代行を主体としておりますが、安定した利益の確保、成長のためには他の代行業務受託が重要な課題

  であると考えております。 

  

 ③ 情報通信機器製造事業 

    当社は３月３１日付にて株式会社ケーイーエスを連結子会社とし、当社グループの新たな事業として、情報 

     通信機器製造事業を持つこととなりました。これにより、今後は製販一体化による当社グループの競争力の増 

     大と利益の拡大を目論んでおります。しかし、国内での情報通信機器製造事業は大変厳しい環境に置かれてお 

     り、当事業も過去数年は営業赤字が続いております。今後はより一層の生産効率の向上、販売管理費の更なる 

     削減と同時にOEM先の開拓に注力し、当事業の収益改善を実現することが重要な課題であると考えております。

  

 ④ 中国でのDMC事業 

    当社は平成17年3月に中国、遼寧省大連市に子会社「大連賚卡睦通信設備有限公司」を設立し、ＤＭＣ事業を

   開始いたしました。ＤＭＣ事業とは、名刺印刷から会社案内やパンフレット製作まで企業で使用されるあらゆ 

  るドキュメントを製作するオンデマンド・プリンティング・サービスです。中国では、このようなオンデマン 

  ド・プリンティング・ショップはまだほとんど例がなく、高品質なドキュメントにこだわる日系企業をはじめと

  した外資系企業には相当な需要があると見込んでおります。又、同事業を切り口として開拓した顧客に随時情報

  通信機器を販売することも可能となります。しかし、当社には海外での業務運営、人材教育、経営管理等の経験

  がありませんので、同事業のフランチャイザーである「サースピーディ」ＦＣ本部との協力関係を築くことによ

  り、円滑な事業運営を行い利益の増大を図ります。 

  

 ※ＤＭＣ（ドキュメント・マネジメント・センター）：文書出力、コピー、製本等のサービスを行うビジネスサポ

  ートショップ 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありま

せん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権等の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 176,400 

計 176,400 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 53,676 53,676 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 53,676 53,676 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりでありま

す。 

① 平成12年３月21日臨時株主総会決議 

 （注）１．平成15年２月１日付をもって、１株を３株に株式分割及び平成16年10月20日をもって、１株を４株に株式分

割しております。これに伴い、株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額が修正されましたが、上記表

の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

２．株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の数を減じております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 276株（注）１．２ 276株（注）１．２ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき66,667円（注）１ １株につき66,667円（注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年３月22日 

至 平成22年３月21日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  66,667円（注）１ 

資本組入額 33,334円（注）１ 

発行価格  66,667円（注）１ 

資本組入額 33,334円（注）１ 

新株予約権の行使の条件 

新株引受権の割当を受けたものは

権利行使時においても、当社の取

締役もしくは従業員の地位にある

ことを要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職等その他の

正当な理由がある場合はこの限り

ではない。その他の条件は、臨時

株主総会及び取締役会決議に基づ

き、当社と付与対象取締役及び従

業員との間で締結する「新株引受

権付与契約書」に定めるものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
相続以外の新株引受権の譲渡、質

入その他の処分は一切認めない。 
同左 



② 平成12年12月８日定時株主総会決議 

 （注）１．平成15年２月１日付をもって、１株を３株に株式分割及び平成16年10月20日をもって、１株を４株に株式分

割しております。これに伴い、株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額が修正されましたが、上記表

の記載内容は当該修正を反映済みであります。 

２．株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の数を減じております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 120株（注）１.２ 120株（注）１.２ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき66,667円（注）１ １株につき66,667円（注）１ 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年12月９日 

至 平成22年12月８日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  66,667円（注）１ 

資本組入額 33,334円（注）１ 

発行価格  66,667円（注）１ 

資本組入額 33,334円（注）１ 

新株予約権の行使の条件 

新株引受権の割当を受けたものは

権利行使時においても、当社の取

締役もしくは従業員の地位にある

ことを要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職等その他の

正当な理由がある場合はこの限り

ではない。その他の条件は、臨時

株主総会及び取締役会決議に基づ

き、当社と付与対象取締役及び従

業員との間で締結する「新株引受

権付与契約書」に定めるものとす

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
相続以外の新株引受権の譲渡、質

入その他の処分は一切認めない。 
同左 



 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権の状況 

 ① 平成16年12月18日定時株主総会決議 

 （注）１．株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の数を減じております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 863 850 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 863株（注）１  850株（注）１  

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき86,216円  同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年12月19日 

至 平成23年12月18日 
同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格 

資本組入額 

86,216円 

43,108円 
 同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株引受権の割当を受けた

ものは権利行使時において

も、当社の取締役、監査役お

よび従業員、当社子会社の取

締役および従業員、当社フラ

ンチャイズ加盟店の加盟店法

人ならびにその取締役および

従業員、当社取引先の取引先

法人ならびにその取締役およ

び従業員、営業委託個人事業

主の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による

退任、定年退職等その他の正

当な理由がある場合はこの限

りではない。その他の条件

は、臨時株主総会及び取締役

会決議に基づき、当社と付与

対象取締役及び従業員との間

で締結する「新株予約権付与

契約書」に定めるものとす

る。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 相続以外の新株予約権の譲

渡、質入その他の処分は一切

認めない。 

 同左 



          ② 平成17年12月17日定時株主総会決議 

 （注）１．株式の数は、退職等の理由により権利を喪失した者の数を減じております。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 第三者割当 

         発行価格  77,260円 

         資本組入額 38,630円 

         割当先   サイボウズ株式会社 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,183 1,174 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,183株（注）１  1,174株（注）１  

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき94,747円  同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年12月18日 

至 平成24年12月17日 
同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格 

資本組入額 

94,747円 

47,374円 
 同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株引受権の割当を受けた

ものは権利行使時において

も、当社の取締役、監査役お

よび従業員、当社子会社の取

締役および従業員、当社フラ

ンチャイズ加盟店の加盟店法

人ならびにその取締役および

従業員の地位にあることを要

する。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職等その他の

正当な理由がある場合はこの

限りではない。その他の条件

は、定時株主総会及び取締役

会決議に基づき、当社と付与

対象取締役及び従業員との間

で締結する「新株予約権付与

契約書」に定めるものとす

る。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 相続以外の新株予約権の譲

渡、質入その他の処分は一切

認めない。 

 同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年3月30日  5,000 53,676 193,150 545,250 193,150 513,882



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

伊藤 秀博 東京都中野区 8,598 16.02 

嶋津 良智 東京都目黒区 5,172 9.64 

岩田 英作 東京都江戸川区 5,060 9.43 

サイボウズ株式会社 東京都文京区後楽1-4-14 5,000 9.31 

レカム従業員持株会 東京都中央区勝どき3-12-1 1,326 2.47 

吉田 文夫 静岡県浜松市 1,200 2.23 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 882 1.64 

高瀬 昇幸 神奈川県横浜市 810 1.51 

島田 安浩 中華人民共和国遼寧省大連市 732 1.36 

山本 恭大 東京都武蔵野市 666 1.24 

計 － 29,446 54.86 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 53,676 53,676 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数  53,676 － － 

総株主の議決権 － 53,676  － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 99,000 98,500 96,100 103,000 84,000 92,100 

最低（円） 89,900 86,000 85,800 77,100 58,000 66,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度である

ため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31

日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）及び当中間会

計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査

を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
当中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金 ※１  773,111

２．売掛金  873,777

３．たな卸資産  358,753

４．繰延税金資産  4,098

５．その他  111,790

貸倒引当金  △9,344

流動資産合計  2,112,187 74.6

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産 ※２  

(1）建物附属設備  9,235

(2）車両及び運搬具  771

(3）工具器具備品  59,971 69,979

２．無形固定資産  

(1）ソフトウエア  206,324

(2）連結調整勘定  264,864

(3）その他  7,543 478,732

３．投資その他の資産  

(1）敷金  89,197

(2）保証金  53,756

(3）その他  29,977

貸倒引当金  △1,023 171,908

固定資産合計  720,620 25.4

資産合計  2,832,807 100.0

   
 



   
当中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．買掛金 ※１  615,164

２. １年内長期借入金  61,600

３．未払金   356,929

４．預り金  255,531

５．その他  190,122

流動負債合計  1,479,347 52.2

Ⅱ 固定負債  

１．長期借入金  127,200

２．長期預り金  1,300

固定負債合計  128,500 4.6

負債合計  1,607,847 56.8

（少数株主持分）  

少数株主持分  － －

（資本の部）  

Ⅰ 資本金  545,250

Ⅱ 資本剰余金  513,882

Ⅲ 利益剰余金  156,044

Ⅳ 為替換算調整勘定  9,782

資本合計  1,224,959 43.2

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 2,832,807 100.0

   



②【中間連結損益計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  2,522,486 100.0

Ⅱ 売上原価  1,787,962 70.9

売上総利益  734,523 29.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  779,246 30.9

営業損失  44,723 △1.8

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  342

２．受取手数料  191

３．保険解約返戻金  123

４．持分法による投資利益   28

５．その他  132 818 0.0

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  162

２．新株発行費償却  3,723

３．為替差損  4,633

４．その他  128 8,648 0.3

経常損失  52,552 △2.1

Ⅵ 特別損失  

１．関係会社買収手数料  83,186

２．固定資産除却損 ※２  10,899

３．本社移転費用  6,470

４．仲介手数料   2,500

５．その他  1,429 104,486 4.1

税金等調整前中間純損
失 

 157,039 △6.2

法人税、住民税及び事
業税 

 11,141

法人税等調整額  8,877 20,019 0.8

中間純損失  177,058 △7.0

   



③【中間連結剰余金計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  320,732

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．増資による新株の発行  193,150 193,150

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高  513,882

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  382,801

Ⅱ 利益剰余金減少高  

１．中間純損失  177,058

２．配当金   43,808

３．役員賞与  5,890 226,756

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高  156,044

   



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前中間純損失
（△） 

 △157,039

 減価償却費  20,667

連結調整勘定償却額  4,045

 権利金償却  1,262

貸倒引当金の増加額（△
減少額） 

 795

受取利息  △342

持分法による投資利益   △28

支払利息  162

新株発行費償却   3,723

関係会社買収手数料   83,186

固定資産除却損  10,899

本社移転費用   6,470

仲介手数料   2,500

売上債権の減少額（△増
加額） 

 △46,436

たな卸資産の減少額（△
増加額） 

 △2,610

 その他流動資産の減少額
（△増加額） 

 8,887

仕入債務の増加額（△減
少額） 

 △3,630

 未払消費税等の増加額
（△減少額） 

 △8,199

 その他流動負債の増加額
（△減少額） 

 △2,943

その他固定負債の増加額
（△減少額）  

 △2,350

役員賞与の支払額  △5,890

その他  △2,546

小計  △89,417

利息及び配当金の受取額  356

利息の支払額  △242

法人税等の支払額  △52,924

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △142,228

 



   
当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

 定期預金の払戻による
収入 

 60,000

 貸付けによる支出  △2,500

貸付金の回収による収
入 

 5,791

新規連結子会社の取得
による支出 

  △236,881

本社移転による支出    △6,470

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △6,721

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △22,429

有形固定資産の売却に
よる収入  

 543

敷金等の増減額   △10,253

その他  △2,500

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △221,422

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

長期借入れによる収入   200,000

長期借入金の返済によ
る支出  

 △11,200

株式の発行による収入  382,576

配当金の支払額   △42,869

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 528,506

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 1,078

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額 

 165,934

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 492,177

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末残高 

※１ 658,111

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 3社 

 連結子会社名 

  株式会社コムズ 

  株式会社ケーイーエス 

  大連賚卡睦通信設備有限公司 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用の関連会社数 1社 

 会社名 

  上海賚卡茂有限公司 

(2)上海賚卡茂有限公司については、中間

連結決算日現在で実施した仮決算に基づ

く中間財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の中間決算日

等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日が中間連結決算

日と異なる会社は次のとおりでありま

す。 

                中間 

 会社名           決算日 

 株式会社ケーイーエス    9月30日 

 大連賚卡睦通信設備有限公司 6月30日 

中間連結財務諸表の作成に当たって、こ

れらの会社については、中間連結決算日

現在で実施した仮決算に基づく中間財務

諸表を使用しております。  

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産 

  商品、製品、仕掛品及び原材料 

   移動平均法による低価法を採用し 

  ております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方 

  法    

 ① 有形固定資産 

   当社及び国内連結子会社は、定率 

  法を、また、在外連結子会社は、主 

  として定額法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとお  

  りであります。 

   イ 建物附属設備 

    15年～18年 

   ロ 車両運搬具 

    ６年 

   ハ 工具器具備品 

    ５年～８年 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ② 無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアについて 

  は、社内における利用可能期間（５ 

  年）に基づく定額法を採用しており 

  ます。   

(3）重要な引当金の計上基準 

 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備 

 えるため、一般債権については貸倒実 

 績率により、貸倒懸念債権等特定の債 

 権については個別に回収可能性を検討 

 し、回収不能見込額を計上しておりま 

 す。  

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦 

 通貨への換算の基準 

  在外連結子会社の資産、負債、収益 

 及び費用は、中間決算日の直物為替相 

 場により円貨に換算し、換算差額は資 

 本の部における為替換算調整勘定に含 

 めております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

  当社及び国内連結子会社は、リース 

 物件の所有権が借主に移転すると認め 

 られるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引については、通常の賃貸借取引 

 に係る方法に準じた会計処理によって 

 おります。 

(6）その他中間連結財務諸表作成のため 

  の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜方式 

 によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

の範囲 

  手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヵ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 



追加情報 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

  当中間連結会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益の影響はありませ

ん。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。 

   定期預金           115,000千円 

   担保付債務は次のとおりであります。 

   買掛金             58,817千円   

 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額は26,919千円であ

ります。  

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

   従業員給与手当       359,355千円 

   福利厚生費          47,734 

   旅費交通費          39,880  

   広告費            26,087  

   通信費            28,625 

    賃借料            52,950 

   業務委託費          22,178 

   貸倒引当金繰入        2,154 

   減価償却費          20,667 

 ※２ 固定資産除却損は次のとおりであります。 

    建物附属設備          4,468千円 

    工具器具備品          6,431 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 773,111千円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
△115,000

  

現金及び現金同等物 658,111  



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  

取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円） 

中間期末

残高相当

額 

（千円） 

建物附属

設備  
7,993 266 7,726 

車両運搬

具 
6,640 2,407 4,232 

工具器具

備品  
25,513 5,265 20,247 

ソフトウ

ェア 
744 195 549 

合計 40,891 8,135 32,756 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 7,424千円

１年超 25,627千円

合計 33,051千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 ※中間期末日取得のＫＥＳ社分は含め

ておりません 

支払リース料 1,178千円

減価償却費相当額 1,076千円

支払利息相当額 163千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。  

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。  



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年３月31日）  

該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年３月31日）  

当社グループでは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

       事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商材 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日） 

     本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日） 

     海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
情報通信機
器事業 
（千円） 

営業代行事 
業 
（千円） 

その他事業
（千円） 

計（千円）
消去又は
全社（千
円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 2,314,766 156,856 52,022 2,523,644 △1,158 2,522,486 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
2,313 － 24,626 26,939 △26,939 － 

計 2,317,079 156,856 76,648 2,550,583 △28,097 2,522,486 

営業費用 2,145,692 150,152 101,115 2,396,959 170,250 2,567,209 

営業利益（又は営業損失(△)) 171,387 6,704 △24,467 153,624 △198,347 △44,723 

事業区分 主要商材 

 情報通信機器事業  ビジネスホン、ＭＦＰ、その他ＯＡ機器 

 営業代行事業  各種回線取次ぎ、その他営業受託 

 その他事業  RET’S NET、RET’S BIZ、SPR、DMC事業(大連)等 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

  なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり中間純損失であるため記

載しておりません。 

１株当たり純資産額 22,821.36円 

１株当たり中間純損失 3,633.45円 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間純損失金額   

中間純損失（千円） 177,058 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 

－ 

普通株式に係る中間純損失（千円） 177,058 

期中平均株式数（株） 48,730 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権（旧商法第

280条ノ19の規定に基づ

く新株引受権の数396

個。旧商法第280条ノ20

及び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の数

2,046個） 

新株引受権及び新株予約

権の詳細は、「第４  提

出会社の状況 (2)新株予

約権等の状況」に記載の

とおりであります。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年３月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金 ※１   719,738     204,349     639,503   

２．受取手形     164     －     －   

３．売掛金     589,798     581,398     531,597   

４．たな卸資産     166,640     108,637     110,032   

５．その他     157,470     82,671     98,923   

貸倒引当金     △7,676     △6,577     △6,708   

流動資産合計     1,626,136 87.9   970,479 47.0   1,373,347 78.8 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※２   6,045     38,590     42,365   

２．無形固定資産                     

(1) ソフトウェア   75,949     192,990     184,920     

(2) その他   3,138     3,242     3,138     

無形固定資産合計     79,087     196,232     188,058   

３．投資その他の資産                     

 (1) 子会社株式   －     749,611     －     

 (2) その他   139,149     111,163     140,229     

貸倒引当金   △704     △1,023     △704     

投資その他の資産
合計 

    138,445     859,751     139,525   

固定資産合計     223,579 12.1   1,094,574 53.0   369,949 21.2 

資産合計     1,849,716 100.0   2,065,053 100.0   1,743,297 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年３月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．買掛金 ※１   506,821     388,482     381,588   

２．１年内長期借入金      －     61,600     －   

３．預り金     146,266     129,589     143,112   

４．その他 ※３   171,542     137,966     149,212   

流動負債合計     824,629 44.6   717,638 34.8   673,912 38.7 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金     －     127,200     －   

２．長期預り金     3,050     1,300     3,650   

固定負債合計     3,050 0.1   128,500 6.2   3,650 0.2 

負債合計     827,679 44.7   846,138 41.0   677,562 38.9 

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     352,100 19.0   545,250 26.4   352,100 20.2 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   320,732     513,882     320,732     

資本剰余金合計     320,732 17.4   513,882 24.9   320,732 18.4 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．利益準備金   10,003     10,003     10,003     

２．任意積立金   20,000     20,000     20,000     

３．中間（当期）未処
分利益 

  319,200     129,780     362,898     

利益剰余金合計     349,203 18.9   159,783 7.7   392,902 22.5 

資本合計     1,022,036 55.3   1,218,915 59.0   1,065,734 61.1 

負債資本合計     1,849,716 100.0   2,065,053 100.0   1,743,297 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,682,568 100.0   2,269,896 100.0   5,234,396 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,969,042 73.4   1,686,628 74.3   3,838,735 73.3 

売上総利益     713,526 26.6   583,268 25.7   1,395,660 26.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   618,669 23.1   611,375 26.9   1,224,369 23.4 

営業利益又は営業
損失（△） 

    94,856 3.5   △28,107 △1.2   171,290 3.3 

Ⅳ 営業外収益 ※２   2,984 0.1   5,149 0.2   4,652 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※３   － －   4,132 0.2   737 0.1 

経常利益又は経常
損失（△） 

    97,840 3.6   △27,090 △1.2   175,204 3.3 

Ⅵ 特別損失 ※４   － －   146,582 6.5   － － 

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△） 

    97,840 3.6   △173,672 △7.7   175,204 3.3 

法人税、住民税及
び事業税 

  49,314     1,519     75,975     

法人税等調整額   △7,184 42,130 1.5 8,228 9,747 0.4 △178 75,797 1.4 

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    55,709 2.1   △183,420 △8.1   99,407 1.9 

前期繰越利益     263,490     313,200     263,490   

中間(当期)未処分
利益 

    319,200     129,780     362,898   

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

関係会社出資金 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

(2）たな卸資産 

   商品 

 移動平均法による低価法を採

用しております。 

(1）有価証券 

子会社株式及び関係会社出資金 

同左 

  

(2）たな卸資産 

   商品 

 同左 

(1）有価証券 

関係会社出資金 

同左 

  

(2）たな卸資産 

   商品 

 同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  建物附属設備 15～18年 

工具器具備品 ５～８年 

工具器具備品 ５～８年  

  

建物附属設備 15～18年 

工具器具備品 ５～８年 

  (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

 同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 少額固定資産（10万円以上20

万円未満）については、均等償

却（３年）をしております。 

(3）長期前払費用 

 同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 売上債権・貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

貸倒引当金 

 同左 

貸倒引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同左 同左 

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

固定資産の減損に係る会計基 

準  

 ――――――    当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益の影

響はありません。 

 ――――――  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年３月31日） 

前事業年度末 
（平成17年９月30日） 

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務 ※１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の

とおりであります。 

担保に供している資産は次の

とおりであります。 

担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 定期預金 125,000千円  定期預金 115,000千円  定期預金 115,000千円

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

 買掛金 96,210千円  買掛金 58,817千円  買掛金 60,667千円

※２．有形固定資産の減価償却累計

額 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額 

  14,389千円   12,956千円   15,163千円

※３．消費税の取扱い ※３．消費税の取扱い ※３.      ―― 

    仮払消費税及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

同左   

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 

 有形固定資産 774千円

 無形固定資産 14,825千円

 有形固定資産 605千円

 無形固定資産 13,433千円

 有形固定資産 1,548千円

 無形固定資産 29,786千円

※２．営業外収益のうち主要なもの ※２．営業外収益のうち主要なもの ※２．営業外収益のうち主要なもの 

 保険解約返戻金 1,647千円

 受取利息 380千円

 経営指導料 4,588千円

 受取利息 313千円

 保険解約返戻金 1,647千円

 受取利息 712千円

※３．     ― ※３. 営業外費用のうち主要なもの  ※３．     ― 

   新株発行費償却 3,723千円    

※４．     ― ※４．特別損失のうち主要なもの   ※４.      ― 

    関係会社買収手

数料 

83,186千円 

 子会社出資金評

価損 

49,552千円 

 本社移転費用 6,470千円 

 固定資産除却損 4,468千円 

   



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

取得価額

相当額 

（千円） 

減価償却

累計額相

当額 

（千円） 

中間期末

残高相当

額 

（千円） 

工具器具

備品 
7,847 7,087 759 

ソフトウ

ェア 
6,129 5,823 306 

長期前払

費用 
2,920 2,774 146 

合計 16,897 15,685 1,212 

  

取得価額

相当額 

（千円）

減価償却

累計額相

当額 

（千円）

中間期末

残高相当

額 

（千円）

建物附属 

設備 
7,993 266 7,726 

工具器具

備品 
16,127 537 15,589 

合計 24,120 804 23,316 

  当事業年度末において、リース契

約残高がないため、該当事項はあり

ません。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,321千円

１年超 －千円

合計 1,321千円

１年内 4,595千円

１年超 18,770千円

合計 23,366千円

   当事業年度末において、リース契

約残高がないため、該当事項はあり

ません。 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 2,105千円

減価償却費相当額 1,899千円

支払利息相当額 59千円

支払リース料 858千円

減価償却費相当額 804千円

支払利息相当額 104千円

支払リース料 3,441千円

減価償却費相当額 3,112千円

支払利息相当額 73千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

 同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成18年３月31日）  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成17年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

当中間会計期間末（平成18年３月31日） 

当中間会計期間より、中間連結財務諸表を作成しているため、中間連結財務諸表に記載しております。  

前事業年度末（平成17年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間より、中間連結財務諸表を作成しております。  

前事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 20,996.72円 

１株当たり中間純利益
金額 

1,144.50円 

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益金額 

1,142.31円   なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 22,708.77円

１株当たり中間純損失
金額 

3,764.01円

  当社は、平成16年10月20日付で株

式１株につき４株の株式分割を行っ

ております。 

  なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 21,773.45円 

１株当たり当期純利益
金額 

1,921.23円 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

1,910.40円 

１株当たり純資産額 20,727.22円 

１株当たり当期純利益
金額 

1,545.96円 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

1,528.23円 



 （注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益又は中間純損

失（△）（千円） 

55,709 △183,420 99,407 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 

－ － 5,890 

 （うち利益処分による役員賞与金） （ － ） （ － ） （5,890） 

普通株式に係る中間（当期）純利

益又は中間純損失（△）（千円） 
55,709 △183,420 93,517 

期中平均株式数（株） 48,676 48,730 48,676 

        

潜在株式調整後1株当たり中間（当

期）純利益金額 

      

中間（当期）純利益調整額 

（千円） 

－ － －  

普通株式増加数（株） 93 － 276 

（うち新株引受権（株）） （ 93） （ － ） (276) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

― 新株予約権（旧商法第

280条ノ19の規定に基づ

く新株引受権の数396

個。旧商法第280条ノ20

及び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の数

2,046個） 

新株引受権及び新株予約

権の詳細は、「第４  提

出会社の状況 (2)新株予

約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

― 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 ―  ―  ①株式の取得による子会社化 

 平成17年９月16日開催の取締役会

決議に基づき、株式会社コムズの株

式取得について、既存株主との間で

株式譲受契約を平成17年10月３日に

締結し、当社の100％子会社となり

ました。 

１．目的   

  株式会社コムズは、ビジネスホ

ンの販売を中心にオフィスの通信

インフラ構築を事業とし、インタ

ーネットを活用して販売しており

ます。 

   当社は、チャネル拡大戦略の一

環として創業来培ってきたプッシ

ュ型営業手法と株式会社コムズが

培ってきたプル型の営業手法を融

合させることにより、グループと

して販売シナジーが図れ、事業の

一層の拡大と事業基盤拡充に寄与

すると見込まれることから、同社

の株式を取得することに関し合意

にいたりました。 

２．当該会社の概要  

  商 号    株式会社コムズ 

  主な事業内容 各種電話回線の

加入取次ぎ 

                 各社通信機器の

販売・買入 

  資本金    120,000千円 

  売上高    488,618千円 

      （平成17年６月現在）

３．株式取得の時期  

   平成17年10月３日 

４．取得株式数、取得価額及び取得

後の所有株式の異動  

  取得株式数   800株 

  取得価額    225,236千円 

  取得による所有株式数の異動 

     取得前所有株式数   －株 

 （所有比率   －％） 

   取得後所有株式数  800株 

 （所有比率 100.00％） 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  ②当社は、平成17年12月17日開催の

定時株主総会において、商法第

280条ノ20及び第280条ノ21の規定

によるストックオプション（新株

予約権）の発行について、以下の

とおり決議いたしました。  

 (1）発行の対象者     

    当社の取締役、監査役およ

び従業員、当社子会社の取締

役および従業員、当社フラン

チャイズ加盟店の加盟店法人

ならびにその取締役および従

業員 

 (2）新株予約権の目的たる株式の

種類 

普通株式  

 (3）新株予約権の発行価額 

  無償 

 (4）新株予約権の権利行使期間 

平成19年12月18日から平成24

年12月17日まで 



(2）【その他】 

  該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第12期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月19日関東財務局長に提出。 

(2)臨時報告書 

平成18年３月31日関東財務局長に提出。  

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に

基づく臨時報告書であります。  

(3)有価証券届出書及びその添付書類 

  平成17年12月19日関東財務局長に提出。 

  平成17年12月17日開催の当社第12期定時株主総会で決議されたストックオプションとして新株予約権を発行に係る

有価証券届出書であります。 

  平成18年３月14日関東財務局長に提出。 

  平成18年３月14日開催の取締役会で決議された第三者割当方式による普通株式の新規発行に係る有価証券届出書で

あります。 

(4)有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年12月20日関東財務局長に提出。 

平成17年12月22日関東財務局長に提出。  

平成17年12月27日関東財務局長に提出。  

上記(3)ストックオプションとして新株予約権を発行に係る訂正届出書であります。  

(5)自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日） 平成17年10月４日 

報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日） 平成17年11月10日  

報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日） 平成17年12月８日 

報告期間（自 平成17年12月１日 至 平成17年12月17日） 平成18年１月13日 

                              関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年６月29日 

レカム株式会社  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 渡 邉 秀 俊  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 志 村 さやか  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているレカム

株式会社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成

18年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、レカム株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表

に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年６月27日 

レカム株式会社  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 磯部 正昭  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 渡邉 秀俊  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているレカム

株式会社の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第12期事業年度の中間会計期間（平成16年10月１日から平成17

年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、レカム株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年10月１日か

ら平成17年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年６月29日 

レカム株式会社  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 渡 邉 秀 俊  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 志 村 さやか  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているレカム

株式会社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第13期事業年度の中間会計期間（平成17年10月１日から平成18

年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、レカム株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年10月１日から

平成18年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 
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